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インフラ輸出の現状とマスタープラン支援
安倍政権が成長戦略の柱の１つとして掲げているいわゆる「質の高いインフラ」輸出は積極的なトップセー
ルスの下、2016年までインフラ受注実績を伸ばしてきた。半面、これまでJICAが策定を支援してきた途上国
の開発ビジョンを描くマスタープランとの整合性が問われている。ここでは、トップセールスによって獲得した
もしくは獲得を目指すプロジェクトと最近実施されているマスタープラン支援について紹介していく。
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スリランカのマスタープラン調査はすでに終了しているが、他の４カ国については現在調査が進んでいる。例えばキューバの全国運

輸マスタープラン策定プロジェクトの事業事前評価表では、「質の高いインフラ」投資への理解促進と日本のインフラ関連企業の

キューバ進出支援を目的とした日・キューバ官民インフラ会議が現地で開催されたことについて言及するなど、「質の高いインフラ」

への意識が見えてくる。今後のトップセールスの展開との兼ね合いを注視していくべきだろう。
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■最近のマスタープラン作成支援案件
国 案件名 概　要

スリランカ第二の都市であるキャンディ市の遺産地区を含めた都
市開発に向けた調査。総費用2.4億円

都市部と農村部の地域間格差の解消を目的とした国全体の開
発に向けた調査。総費用約3.6億円

老朽化した運輸交通インフラの改善および輸送需要の調査。
総費用約3.5億円

急速な都市化が進む首都キンシャサ市の交通インフラの整備に
向けた調査。総費用約3.6億円

地方都市におけるスマートシティといった未来型都市のコンセプ
トの確立および実現に向けた調査。総費用3.3億円

キャンディ都市開発計画策定プロジェクト　　　　　
（調査期間：2017年２月～2018年９月）

全国総合開発計画2030策定プロジェクト　　　　  
（調査期間：2016年12月～2019年４月）

全国運輸マスタープラン策定プロジェクト　　　　　 
（調査期間：2018年８月～2020年６月）

キンシャサ市都市交通マスタープラン策定プロジェクト
（調査期間：2017年２月～2019年５月）

未来型都市持続性推進プロジェクト　　　　　　　
（調査期間：2015年７月～2019年８月）
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　クアラルンプールとシンガポール間約350kmをおよそ90分で結ぶ計画で、2016年７月に両国間で合意された。総事業費は約１兆6,000億
円を見込んでおり、車両やシステムを提供・保有する資産会社の入札に向け、石井国土交通大臣が両国を訪問するなどトップセールスを精力
的に展開してきた。しかし今年５月に政権が交代したマレーシアでは、マハティール首相が財政再建を理由に本計画見直しの意向を表明。９月、
両国間で2020年５月までの計画延期について合意した。

　ヤンゴン中心部を走る環状鉄道の施設や車両の老朽化による列車走行速度の低下や遅延などを改善するた
め、信号システムの更新や新規車両の整備を実施。JICAが策定を支援した「ヤンゴン都市圏交通マスタープラ
ン」の中でも優先案件となっている。2015年７月の首脳会談において安倍首相より円借款供与が表明され、約
248億円が本事業へ供与されている。

ミャンマー／ヤンゴン環状鉄道改修事業ミャンマー／ヤンゴン環状鉄道改修事業ミャンマー／ヤンゴン環状鉄道改修事業ミャンマー／ヤンゴン環状鉄道改修事業ミャンマー／ヤンゴン環状鉄道改修事業ミャンマー／ヤンゴン環状鉄道改修事業ミャンマー／ヤンゴン環状鉄道改修事業ミャンマー／ヤンゴン環状鉄道改修事業ミャンマー／ヤンゴン環状鉄道改修事業ミャンマー／ヤンゴン環状鉄道改修事業ミャンマー／ヤンゴン環状鉄道改修事業ミャンマー／ヤンゴン環状鉄道改修事業ミャンマー／ヤンゴン環状鉄道改修事業ミャンマー／ヤンゴン環状鉄道改修事業

　両都市間約500kmをおよそ２時間で結ぶインド初の高速鉄道計画で、2015年12月の
日印首脳会談にて日本の新幹線システムの導入に関する協力覚書を締結した。また、高速
鉄道の運営・維持管理に関連する人材育成のための研修施設の整備についてもタイド条
件の円借款が供与されている。
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　大カイロ都市圏における交通渋滞の緩和を目指し地下鉄を建設する計画。JICAは2007年に「大カイロ都市圏持続
型都市開発整備計画調査」においてマスタープランの策定を支援しており、同年エジプトの国土開発計画庁が作成した
「カイロ・ビジョン2050」では本事業の緊急性の高さが指摘されている。第一期は同国で初めてSTEPが適用された円借
款事業であり、すでに約327億円が供与されている。

エジプト／カイロ地下鉄四号線整備事業エジプト／カイロ地下鉄四号線整備事業エジプト／カイロ地下鉄四号線整備事業エジプト／カイロ地下鉄四号線整備事業エジプト／カイロ地下鉄四号線整備事業エジプト／カイロ地下鉄四号線整備事業

　約670kmの両都市間を結ぶ計画で、2016年８月に石井国交大臣とタイのアーコム運輸大臣との間で日本の新幹
線システム導入を前提とする協力覚書を締結した。2017年６月の協力覚書では全線を専用軌道で整備することを確認
し、さらにバンコク首都圏都市鉄道に関するマスタープラン改定への日本の支援も表明している。

　JICAが策定を支援し、2014年にフィリピン政府が承認した「マニラ首都圏の持続的発展に向
けた運輸交通ロードマップ作成支援調査」の中で優先案件となっている。マニラ首都圏における
深刻な交通渋滞を解消するため、南北を結ぶ大規模な公共交通網の整備を行う。2015年６月
の日比首脳会談にて、本事業は両政府間の象徴的意義を有するものだとされており、同年11月、
約2,400億円の本邦技術活用条件（STEP）を適用した円借款を供与している。

　ジャカルタ中心部と南西部の市街地を結び、インドネシア初の地下区間を含めた都
市鉄道の建設計画。JICAによる支援のもと「JABODETABEK地域公共交通戦略
策定プロジェクト」にて策定された交通マスタープランは本事業と関連している。太田
前国交大臣のトップセールスもあり、南北線はSTEPを適用した円借款にて現在整備
している。その他、南北線延伸区間および東西線の開発計画についても日本の技術
を活用して協力することが表明されている。



驚きの日中インフラ協力

　周知の日中首脳会談に続く民間
対談では、中国の「一帯一路」戦
略にも関わるインフラ建設に日本
企業もケース・バイ・ケースで
「質の高いインフラ建設」を掲げ
て参加する旨が話し合われた模様
である。
　アジアインフラ投資銀行
（AIIB）が創設された時、日本は
米国と共に「参画しない」と公言
した。ところが、その舌の根も乾
かないうちに民間の強い要望に押
されたからと言って世界の注視す
る日中首脳会談の日程の中で、臆
面もなく手打ち式を行うとは、い
ささか軽率ではないかという批判
は免れないだろう。これは世界の
信頼を失うことにもなりかねない
事柄でもある。
　聞くところによると、外務省は
外交ルートを通して誤解なきよう
日本政府の真意を諸外国政府に伝
えたと言うが、これは外交的にも
微妙な問題として受け止められて
いるからであろう。

　産経新聞が連載する“チャイ
ナ・ウォッチ”では、「日中間で
確認した第三国での経済協力は事
実上、中国が提唱する一帯一路構
想に沿ったものである。タイでの
スマートシティー開発など52件
の事業援助に関する日中企業間の
覚書の締結が発表されたが、日本
政府と日本企業はこれで中国主導
の“一帯一路”に深く関わること
となった」と述べられている。
　そこで、筆者は日本や中国側か
らではなく、タイ側に立って、中
国がいかにタイのプラユット政権
に食い込んでいるか、かつて日本
がイースタン・シーボード（東部
臨海開発協力）として手がけた地
域における東部経済回廊（EEC）
への中国の影響力はどうなってい
るかについて追跡してみた。

430億ドルのEEC開発

　プラユット首相は2017年７月、
「タイランド4.0」構想を発表し
た。その中心的プロジェクトが、
東部のチャチュンサオ、チョンブ
リー、ラヨーンの３県にまたがる

EEC開発構想である。
　その構想は、港湾、空港、高速
鉄道、高速道路の建設・補修をは
じめ、ロボット産業や航空産業な
ど、11業種の次世代ターゲット
産業への投資を目指すもので、投
資規模は430億ドル（１兆5,000
億バーツ）に及んでいる。
　2018年２月、EEC政策委員会
が承認した168件、総額9,890憶
バーツに及ぶインフラ投資計画を
財源別にみると、政府予算30％、
官民パートナーシップによる民間
投資60％、国営企業10％である。
ただ、政府予算（公的借り入れ）
には、言うまでもなく、中国の主
導するAIIBや中国金融機関から
の借り入れも含まれている。
　タイ研究の第一人者である学習
院大学の末廣昭教授によると、東
部タイは2015年12月末に発足し
たASEAN経済共同体（AEC）の
ハブと位置付けられ、ミャンマー
からタイ、カンボジア、ベトナム
など大陸部東南アジアを横断する
経済回廊のハブとされている。さ
らに東部タイは西のミャンマー、

インド、東のカンボジア、ベトナ
ム、さらには日本、米国、南の
ASEAN諸国、北の中国とつなが
っている。これはまさに、「アジ
アのゲートウェイ」という戦略的
要衝でもあると言う。特に中国と
のつながりは「一帯一路イニシア
ティブ」の一部をなすもので、タ
イと中国の国家レベルの戦略的提
携へと発展していると言っても過
言ではない。
　それは2017年９月のプラユッ
ト首相と習近平国家主席との間で
交わされた「戦略的合作」に関す
る合意書、そしてタイ政府と中国
のアリババ集団の馬雲（ジャッ
ク・マー）会長との間で交わされ
た協力覚書などが証明していると
言う。
　例えば、タイ政府とアリババ集
団との覚書によると、（1）電子
商取引を活用したタイ農産物の中
国市場向け輸出の支援、（2）EC分
野への人材開発援助、（3）デジタ
ル観光プラットフォームの構築、
（4）EEC内のスマート・デジタ
ル・ハブへの投資の4件を見ても、
中国のタイへの食い込み具合が明
らかである。

「一帯一路」の拠点となるタイ

　周知のように、中国の「一帯一
路イニシアティブ」のうち、「陸
のシルクロード」は雲南省昆明市
からラオス、バンコク、シンガポ
ールへと伸びている。さらに、中
国にとってEECへの進出は、東
部タイのレムチャバン港、サッタ
ヒープ港を拠点にカンボジア、ベ
トナムへと東シナ海に出るための

ルートを確
保したこと
になる。事
実、昆明と
EECをつ
なぐさまざ
まな投資プ
ロジェクト
が進行中と
のことであ
る。
　 中 国 が
「一帯一路
イニシアティブ」を前面に掲げ続
けて、AIIBや中国国家開発銀行
の資金を活用し、さらにはアリバ
バ集団や華為技術（ファーウェ
イ）などがEECの要となる「デ
ジタル経済」の構築に全面的に協
力するようであれば、EECは決
して「絵に描いたモチ」にはなら
ないと言われている。その意味で、
「南進する中国」の下でEECの
みならず、タイ国家そのものにも
大きなインパクトが与えられ、そ
れが東南アジア一円に波及するこ
とも考えられる。
　しかし、現在のEEC開発計画
の元祖は日本である。1983年頃
から始まった、マプタプット工業
港、レムチャバン商業港、1988
年のサッタヒープ港などへの三次
にわたる円借款協力を挙げること
ができる。その他に水道、鉄道、
道路、工業団地造りなど総合力が
発揮された。1999年の貸付総額
は1,787億6,800万円で、その実
行額は1,337憶9,900万円に達し
ている。
　ただ、当時の記憶をたどると、

世銀はマプタプット港とレムチャ
バン港への投資は非経済的だとし、
従来からのバンコク港の拡張とサ
ターヒップ港の活用をタイ政府に
提言し、日本との間で開発大論争
が展開されたことを思い出す。
　しかし、今や先人たちが、心血
を注いできたタイ東部臨海工業化
計画も、中国の投資力に押し切ら
れ、新たな東部経済回廊計画では
中国のイニシアティブの下でタイ
東部のスマートシティー開発が日
本に割り当てられたかのように感
じられる。
　まさに栄枯盛衰の観がある。日
中民間ビジネスの第三国（タイ）
での協力枠組みづくりと言っても、
中国側は王毅外相が陣頭指揮を執
っている。まさに国家的な取り組
みであることを感じる。
　日中首脳会議では「競争から協
調へ」が唱えられているが、タイ
の東部経済回廊開発では、末廣教
授が指摘するように、日本が「軒
を貸して」、中国に「母屋を乗っ
取られる」という歴史的盛衰を感
じる。
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タイ東部経済回廊計画の顚末
軒を貸して、母屋を乗っ取られる

1995年に中国・深圳の円借款プロジェクト塩田港を取材。写真は深圳への高速道路全線開通
を祝う式典



c o l u m n

インド新幹線に沿線開発の視点を

　2015年に日印首脳間で合意されたイン

ド高速鉄道事業は、ムンバイとアーメダバー

ドをつなぐ総延長500km超の路線を敷設し

て、日本の新幹線方式の鉄道システムを導

入する大型プロジェクトだ。JICAは現在、詳

細設計調査を実施しており、工事に向けた

入札が順次開始されている。

　今回の計画では、線路上に12駅を配置

する。ムンバイ、アーメダバード両駅を含む４

駅は市街地に、他の８駅は郊外に建設する

予定だ。他方、高速鉄道の利便性を高める

ためには駅の施設だけでなく、その周辺地

域の開発が欠かせない。現状では、市街地

駅周辺では道路が狭く、駅前広場も狭小な

ため、自家用車やバスによる駅へのアクセ

スの改善が望まれる。乗客が利用できる商

業施設も少ない。また、郊外駅周辺につい

ても計画的な土地利用が必要だ。

　そこで、日印両国の関係機関は2018年

３月に初めて「駅周辺整備専門家会合」を

開催し、インド高速鉄道の公共交通指向型

都市開発（TOD）に向けた検討を始めた。

インド政府やカウンターパートの「国家高速

鉄道公社」だけでなく、市街地整備や道路

拡幅などを担う地方自治体も巻き込みなが

ら協議を進めている。　

　これにより、高速鉄道の整備スケジュー

ルに合わせて、段階的に駅周辺整備を進め

る方針が確認された。駅の隣接エリアにつ

いては、国家高速鉄道公社が主体となって

高速鉄道の開業までに駅前広場やアクセ

ス道路、歩行者通路などの必要最低限の

交通施設を最優先で整備する。その後、利

用者の増加に応じて徐々に対象エリアを広

げていき、今度は地方自治体と民間企業が

主体となって周辺インフラや商業施設など

の一体的な開発を進めるという道筋だ。

　合わせて、JICAが実施しているコンサル

ティング業務の中でも市街地駅の駅前広

場の基本設計や郊外駅の設計思想、その

他駅周辺開発の可能性についての助言や

アドバイスを行っている。

　例えば、ムンバイ駅は「国際金融サービス

センター」の整備が実施、計画されている地

区に地下駅として建設が予定されている。

同地区の開発を行う「ムンバイ都市圏開発

庁」は、駅上部空間での業務ビルなどの開

発を計画しているが、日本側からは駅とその

上部の施設をつなぐ吹抜け空間の整備を

提案するとともに、類似コンセプトで整備さ

れた横浜市の「みなとみらい駅」の事例など

も併せて紹介している。

　JICAは今後、高速鉄道の駅周辺の交通

アクセスの改善や都市開発についてさらな

る技術支援の可能性を検討する。特に、イ

ンドでは地方自治体が都市開発計画からよ

り詳細な土地利用計画までを立案・実施す

るスキームを揃えているだけに、今回の高速

鉄道と駅周辺開発もこれらの開発計画にし

っかりと位置づけていくことが重要だろう。
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をデザインするアプローチだ。
　JICAは現在、政府が決定した
個別の交通インフラプロジェクト
の実施に合わせて、そのインフラ
が現地の住民に最大限裨益するよ
う周辺地域の開発をセットで支援
する方向性を探っている。（詳細は
コラムを参照）これまでもアフリ
カの回廊開発などでは港や道路な
どの整備を前提に地域開発を提案
してきたJICAだが、長年のマス
タープラン支援の経験をインフラ
輸出政策にどう生かしていくのか
注目される。

JICAによるマスタープランの作
成を通じてプロジェクトを総合的
に検討するというプロセスが取ら
れたわけではない。

「開発」をどう組み込むか

　JICAのマスタープラン支援は
これまで個別プロジェクトの実施
に至らなかったり、実施までに時
間がかかるといった課題を抱えて
きた。特に、昨今は相手国から迅
速なプロジェクトの実施が求めら
れており、日本政府もインフラ輸
出戦略の中でその要望に応えよう

としている。そう考えると、少な
くともこの中ではJICAがマスタ
ープランを作成して個別のプロジ
ェクトをじっくりと検討するプロ
セスを取りづらいのは確かだろう。
　では、今後、JICAは質の高い
インフラ輸出政策の中でどう「開
発」の視点を組み込んでいくべき
か。そのヒントとなるのが、JICA
が昨今注目している公共交通指向
型都市開発（TOD）だ。これは
1990年代に米国で提唱された概
念で、鉄道をはじめとする公共交
通の整備を前提に沿線の都市開発

「質高インフラ」の功罪

　2018年は国際協力業界が「イ
ンフラ輸出」の色合いを一層強め
る年となった。国際協力機構
（JICA）の予算逼迫問題によって
停滞した技術協力とは対照的に、
インフラ分野で巨額の円借款プロ
ジェクトを本格化させているから
だ。
　総事業費１兆8,000億円と言わ
れるインドの高速鉄道プロジェク
トは、2016年からJICAの有償勘
定技術支援による詳細設計調査が
進み、今年９月に円借款貸付契約
が締結された。フィリピン・マニ
ラの南北通勤線と地下鉄事業など
も詳細設計を実施中だ。
　背景には、言うまでもなく安倍
政権が2013年に掲げた「質の高
いインフラ」の輸出政策がある。
2020年に約30兆円の受注を目標
に、日本企業が持つインフラ技術
の海外展開を進めている。首相や
閣僚によるトップセールスと官邸
主導の実施体制が大きな特徴だ。
　この政府主導のインフラ輸出は
中国の台頭によって価格競争が激
しさを増す世界市場の中で大型の
海外事業を確保できるようになる
など成果を挙げる一方、JICAが
この政策の実施部分を担うことに
ついてはかねてから懸念の声もあ
がっていた。
　JICAはこれまで途上国開発を
担う機関として、相手国政府の中

長期の開発計画（マスタープラ
ン）の策定支援を通じ、現地の開
発課題を探った上で必要なプロジ
ェクトを検討するという手順を踏
んできた。その視点に照らせば、
もっぱら日本のインフラを売り込
むために作られたプロジェクトを
政府の指示に従って実施すること
で開発現場の真のニーズが抜け落
ちる危険性があるからだ。
  もっとも、JICAはこれまでにも
日本国内に裨益するための施策や
マスタープランの手順を踏まない
円借款プロジェクトも手掛けてき
た。だが、そうした場合も相手国
の開発に貢献するという目的が前
提にある。今回の政府主導のイン
フラ輸出戦略の中でJICAが開発
機関としての役割をどう果たして
いくのか問われている。

インフラ輸出を正当化？

　政府は日本企業の海外展開に貢
献すると見られる案件を関係省庁
や各実施機関から集約しているが、
その中身を見るとJICA
が過去にマスタープラン
で提案した事業が含まれ
ていることが分かる。
　例えば、フィリピンの
南北通勤線やインドネシ
アの都市高速鉄道、ハノ
イ都市鉄道などの都市鉄
道プロジェクトがこれに
当てはまる。こうしたケ
ースは、マスタープラン

が適切な調査に基づいて作成され
ているという前提に立つ限りでは、
むしろ政府のインフラ輸出政策に
よってODAの開発プロセスの実
現が促されたとも言えるだろう。
　他方、政府の進めるプロジェク
トの中には必ずしもマスタープラ
ンを踏まえないものもある。この
場合、JICAは個別プロジェクト
のフィージビリティー・スタディ
ー（F／S）から参画して政府の
案件獲得を支援する形となる。関
係者は「個別のインフラプロジェ
クトを正当化するために調査が行
われることもある。これはマスタ
ープランのための開発調査とは趣
旨が異なるものだ」と話す。
　インド新幹線の例を見ると、
JICAは日印政府間の合意を受け
て2013年にインド側と共同で
F/Sを実施している。これは、イ
ンド政府が作成したマスタープラ
ン「インド鉄道ビジョン2020」
や他機関が実施したプレF／Sな
どを踏まえて行われた一方、

インフラ輸出時代に問われるJICAの役割
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高速鉄道のムンバイ駅建設予定地付近。写真左側の地下に駅ができる
（=川原氏提供）


